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中国では急速に高齢化が進行している。2017年，60歳以上の高齢者人口は2.4億人，高齢化率は17.3％

であったが，2030年になると，60歳以上の高齢者人口は 3.71億人，高齢化率は25.0％に達すると予測さ

れている。このような高齢化に対して，国務院は，2017 年「居宅を基本として，社区居民委員会が支え，

高齢者施設が補充，ケアと医療を結び付ける」という「四位一体」の養老サービスの基本方針を明らかにし

ている。一方，日本においては，2042年、65歳以上の人口がピークを迎えるため，厚生労働省は，高齢者

の尊厳の保持と自立した生活支援を目的に，可能な限り住み慣れた地域で，自分らしい暮らしを人生の最

期まで続けることができるよう，地域の包括的な支援・サービス提供体制（地域包括ケアシステム）の構築

を推進している。両国を比較すると，中国は高齢化が進んでいるものの，高齢者の居住環境に関する研究が

立ち遅れているのが現状である。中国建築学会に「中国建築学会適老性建築学術委員会」が設置されたのは

2015年 12月 18日である。それ以前には，胡仁禄（1995）による，居住環境を高齢者向けに改善し，高齢

者施設を整備する必要性を提起した研究や，曹力鴎（1999）による，高齢者向けの集合住宅の理念を提唱に

止まっていた。21世紀に入ってようやく社区及び在宅で高齢者問題に取り組む政策が大きな流れとなる中，

胡慧琴（2004）による，集合住宅について「分散近居」についての研究や，周典（2009）による，在宅ケア

と社区における高齢者サービスの充実に関する研究がなされている。しかし，都市近郊や農村地方におけ

る高齢者の居住環境に関する研究が少なく，高齢者の居住環境の実態を十分に把握できていないのが中国

の高齢者福祉研究の現状である。 

本研究は，日本における既存の研究成果を踏まえた上で，中国の西安市における都心部，都市近郊部と農

村部という異なる地域を研究対象とし，高齢者の自立度によって選択できる自助環境，共助環境，公助環境

の整備に関する実態調査研究として位置づけている。研究の基礎となるフィールド調査は，社区調査と高

齢者施設調査からなる。社区調査は，地域によって異なる高齢者の生活上の問題を把握するため，西安市の

旧城を含む都心地区，都市近郊地区，農村地区の３地区を選定し，高齢者インタビュー調査（総計 16社区・

村，計 556人），住民の実測調査（計 207戸），および社区居民委員会調査（地域の空間構成，高齢者人口，

居宅ケアサービスセンター，高齢者養護施設の実態，ケアサービスの内容，社区周辺の地域高齢者関連施設

など）からなる。高齢者養護施設調査は，西安市における全 116施設の運営状況，入居者状況，整備状況等

に関する調査と社区調査を行った３地区にある社区周辺の高齢者養護施設調査（施設の運営概要，施設の

配置状況，入所者の自立度，入所者の住所先等）からなる。 

本研究は，地域における高齢者の生活を支える居住環境について，自助環境とする住居，共助環境とする

社区（地域高齢者関連施設，社区居民委員会の居宅ケアサービスセンター）及び公助環境とする施設（高齢

者養護施設）を取り上げて，地域居住環境整備のあり方についての指針を得ることを目的としている。 

本論文の構成は，研究の目的，背景，既往の研究，調査概要，研究方法を述べた序章に続く，７章と結章

からなる。 

第Ⅰ章では，中国と陝西省・西安市の高齢者生活上の問題点を，家族形態，健康診療，生活支援，経済，

居住環境の視点からまとめている。 

第Ⅱ章では，中国の高齢者に関する福祉政策の変遷を整理した上で，居住環境に関する政策や基準を抽

出している。また，西安市の高齢者施設の計画の分析から，建設計画の配置基準を示している。 

第Ⅲ，Ⅳ，Ⅴ章では，都心部，都市近郊部，農村部の地区ごとに高齢者の住居と周辺居住環境について分

析・考察を行っている。社区・村をべースとする地域について，近隣高齢者に関連する地域福祉施設の設置

状況，および高齢者の住宅の分類と高齢者の自立度や生活行為からみる住居の問題を明らかとしている。
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ここでは都心部，都市近郊部，農村部という立地特性によって，課題に大きな違いがあり，都心から近郊に

かけての社区では，主に中層集合住宅のバリアフリー化の遅れや設備の老朽化に問題が生じている。一方，

都市近郊から農村にかけての社区では，社区の面積が大きいことにも伴って，診療所や高齢者施設整備の

遅れや，分棟配置などによる戸建ての住宅形式が高齢者生活に不便や支障をもたらしているという点に言

及している。 

第Ⅵ章では，西安市における 116 ヶ所の居住施設の整備状況を都心部，近郊部，農村部ごとに調査して

いる。西安市の居住系養護施設の個数やベッド数，護理系施設及び政府が投資する公的な施設等の量的な

差を把握している。具体的には，西安市の土地利用現状地図データをもとに西安市全体を１km ×１kmメッ

シュで10種類の土地利用種別に分類した上で，土地利用種別ごとに施設種類の立地傾向と運営状況（ベッ

ド数，入所率,入所者の自立度）との関係について分析・考察を行っている。その結果，異なる土地利用種

別のメッシュに立地する施設の入所率に影響がある事を示した上で，土地利用種別ごとの入所率の傾向に

ついて言及している。 

第Ⅶ章では，第Ⅲ，Ⅳ，Ⅴ章で研究対象とした社区の周辺圏域にある高齢者養護施設を対象として，利用

者側と運営者側の両視点から，機能的なスペースの配置，利用者の公私的空間の配置，居室と外部公共空間

及び内部設備との関係等についてヒアリング調査を行い，空間の課題を明示した上で，施設と利用者圏域

の関係を明らかにしている。 

結章では，本論文の成果について，異なる地域ごとに，自助環境，共助環境，公助環境の視点で整理する

と共に，異なる自立度の高齢者ごとに選択できる福祉居住環境の整備方針として具体的にまとめている。 

以上により，地域における高齢者の生活を支える居住環境について，自助環境とする住居，共助環境とす

る社区及び公助環境とする施設についての分析・考察を行った。本稿の成果は，中国におけるこれからの高

齢者の養老施設と地域居住環境整備の計画指針として構築することができた。 

この成果は，生産工学，特に建築工学に寄与するものと評価できる。

よって本論文は，博士（工学）の学位を授与されるに値するものと認められる。

以  上 
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